
電波産業調査統計

 1.7　従業者数

1.7.1　統計データ

表 1-7-1　情報通信産業・電波産業の従業者数の推移

（単位：人）
年度　 2018 2019 2020 2021 2022

情報通信産業全体＊1 1,115,214 1,172,052 1,209,915 286,412 319,705
電波産業全体＊2 185,202 183,517 193,694 210,990 222,730
電気通信事業＊3 71,685 104,578 115,456 120,154 145,510

移動電気通信業＊4 91,589 96,163 105,542 129,236 137,548
放送事業＊5 48,481 46,620 48,749 45,195 54,926

放送事業（有線放送業を除く） 40,729 36,040 37,614 35,836 39,503
ＮＨＫ 10,150 10,165 10,175 10,175 10,175
民間放送業 30,579 25,875 27,439 25,661 29,328

有線放送業 7,752 10,580 11,135 9,359 15,423
ソフト制作業＊6 879,905 909,296 935,857 14,581 14,877

コンピュータソフトウェア業 864,077 891,872 918,196 － －
コンテンツ制作業（テレビ・ラジオ広告業を除く） 15,828 17,424 17,661 14,581 14,877
コンテンツ制作業（テレビ・ラジオ広告業を含む） 45,462 41,075 46,807 － －

放送番組制作業 15,828 17,424 17,661 14,581 14,877
テレビ・ラジオ広告業＊7 29,634 23,651 29,146 － －

情報通信・放送機器製造業（暦年）＊8 115,143 111,558 109,853 106,482 104,392
有線通信機器製造業 13,509 13,456 10,956 10,668 11,714
無線通信・放送機器製造業 37,056 33,890 32,877 31,337 30,802

無線通信装置・応用装置製造業＊9 35,330 32,290 31,544 29,957 29,401
放送機器製造業＊10 1,726 1,600 1,333 1,380 1,401

電子計算機・同附属装置製造業 39,466 38,508 37,771 35,601 35,607
通信ケーブル製造業 25,112 25,704 28,249 28,876 26,269
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データの出所等に関する注記

※ 網掛けした数値は、新規に追加したか、従来の数値を変更したことを示す。

＊1 情報通信産業全体：表の項目を合計したものである。

＊2 電波産業全体：網掛けした項目の合計したものである。

＊3 電気通信事業：総務省「情報通信業基本調査報告書（前年度実績）」から引用した。

＊4 移動電気通信業：移動通信4社（NTTドコモ、KDDI、ソフトバンク、楽天モバイル（2020年度以降））の有価証券報告書

の従業者数（連結）の合計値である。*3の電気通信事業とは引用元が異なるため、必ずしも内数とはなっていない。

＊5 放送事業：総務省、経済産業省「情報通信業基本調査報告書（前年度実績）」から引用した。

＊6 ソフト制作業：総務省、経済産業省「情報通信業基本調査報告書（前年度実績）」から引用した。

2022年情報通信業基本調査より調査対象、調査方式が変更になり2021年度のデータは2020年度以前と

異なる部分が発生している。コンピュータソフトウェア業のデータは欠落しており記載せず。

＊7 調査対象は資本金額又は出資金額3,000万円以上の企業である。

＊8 情報通信・放送機器製造業：経済産業省「工業統計調査「産業別統計表」（前年データ）」から引用した。

2021年度データは、5年毎に工業統計調査に代わって実施される「令和3年経済センサス-活動調査」から引用した。

2022年度データは、「経済構造実態調査・製造業事業所調査」から引用した。

＊9 無線通信装置・応用装置製造業：「携帯電話機・PHS電話機製造業」と「無線通信機械器具製造業」の合算である。

＊10 放送機器製造業：「ラジオ受信機・テレビジョン受信機製造業」の値である。
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1.7.2　情報通信産業の従業者数

図 1-7-1　情報通信産業の従業者数の推移　［表1-7-1から作成］

7.2 10.5 11.5 12.0 
14.6 

111.5 

117.2 
121.0 

28.6 
32.0 

11.5 11.2 11.0 10.6 

88.0 
90.9 

93.6 

1.5 1.5 

4.8 4.7 4.9 4.5 5.5 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

情
報
通
信
産
業
全
体

電
気
通
信
事
業

放
送
事
業

ソ
フ
ト
制
作
業

情
報
通
信
・
放
送
機
器
製
造
業

情
報
通
信
産
業
全
体

電
気
通
信
事
業

放
送
事
業

ソ
フ
ト
制
作
業

情
報
通
信
・
放
送
機
器
製
造
業

情
報
通
信
産
業
全
体

電
気
通
信
事
業

放
送
事
業

ソ
フ
ト
制
作
業

情
報
通
信
・
放
送
機
器
製
造
業

情
報
通
信
産
業
全
体

電
気
通
信
事
業

放
送
事
業

ソ
フ
ト
制
作
業

情
報
通
信
・
放
送
機
器
製
造
業

情
報
通
信
産
業
全
体

電
気
通
信
事
業

放
送
事
業

ソ
フ
ト
制
作
業

情
報
通
信
・
放
送
機
器
製
造
業

2018 2019 2020 2021 2022

万人

放送事業（有線放送業を

除く）

有線放送業

コンピュータソフトウェア

業

コンテンツ制作業

有線通信機器製造業

無線通信・放送機器製

造業

電子計算機・同附属装

置製造業

通信ケーブル製造業

＊1 データベースの2022

年情報通信業基本

調査より調査対象、

調査方式が変更に

なり、2021年以降

のソフト制作業の

データは欠落して

いる。

＊2 上記改変の影響で

全体数が減少。

放
送
事
業

ソ
フ
ト
制
作
業

情
報
通
信
・
放
送
機
器
製
造
業

＊＊11

＊＊22

10.4

電波産業年鑑 2024 A-28A-28電波産業年鑑 2024



電波産業調査統計

 1.7　従業者数

1.7.3　電波産業の従業者数

図 1-7-2　電波産業の従業者数の推移　［表1-7-1から作成］
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